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   Red spotted grouper Epinephelus akaara is a target species for artificial production and stock because of high 
market value and their poor migrate habit. But it is feared to decrease for predation and/or starvation immediately 
after stock. To increase survival rate of grouper seeds, we proposed to stock them into the artificial reefs with shells to 
provide prey organisms. These reefs were attached the protection units with scallop shells, having achievements as 
refuge. Results as post-research 8 days after stock, it’s suggested that reefs with units have seeds stay as 2.8 times 
high as without units (24.1% to 8.6% both on the average). Reefs with more complicated units, moreover, could hold 
1.3 times more seeds than uniformed ones (29.2% to 23.3% both on the average) and accommodate more various 
length seeds than smaller ones (F-test, P<0.05). Their gut contents coincided with small animals increasing in reefs. 
Judging from those results, the institutions are effective for seeds to forage and inhabit as the nursery. We are 
convinced that this technique makes harbor area strengthen the aquaculture function to insert into the harbor facilities. 
 

Key Words : Spotted grouper, Epinephelus akaara, survival rate, stock, artificial reef, harbor 
area, aquaculture  

 

 

１．はじめに 

 
キジハタ Epinephelus akaara は岩礁域に生息する
ハタ科の魚類で,定着性が強く,市場価値も高い

ことから人工種苗の生産技術開発が進み,岡山県,

香川県などの瀬戸内海海域を初め各地で盛んに

放流が行われている.種苗放流においては放流基

盤として人工魚礁が利用されており，これまでの

研究では，従来型の人工魚礁へキジハタ 0歳魚を

放流した場合には滞留率は低いが，1 歳魚を放流

した場合は滞留率が高く，その後の水域への定着

も期待できることが知られている 1）．この要因と

して，0 歳魚は放流初期において大型魚類による

食害や餌不足による飢餓のため減耗が大きいこ

とが理由として考えられる 1),2）．しかし,キジハタ

0 歳魚を 1 歳まで育成することは経済的に負担が

大きい．そこで，キジハタ 0歳魚の食害防止と餌

料生物の供給を行い，1 歳魚までを効率的に保護

するための施設開発が進み，直径 15cm のポリエ

チレン製メッシュパイプ内にホタテガイ殻を

30mm の間隔で取り付けたもの（以下,ホタテガイ 

 

 

 

 

 

 

 

 

殻パイプ）がキジハタ種苗の保護施設の基本構造 

として優れていることが実証された 3)，4)，5). しか

し小畑らは，30mm 間隔のパイプを使用した施設で

は，放流初期の滞留尾数は放流サイズにより差が

見られたことを述べ,放流基盤の収容量やサイズ

による行動生態の違いが要因となった可能性を

示唆している 6). 

そこで本調査では従来のホタテガイ殻パイプ

の効果を確認すると共に,キジハタ種苗の保護育

成効果をさらに向上させるため，ホタテガイ殻パ

イプの改良を行った.また,貝殻をメッシュパイ

プに充填した餌料培養基質を付加した貝殻増殖

施設は，貝殻の重なりによって形成される複雑な

写真-1 キジハタ（Epinephelus akaara）



 

 

空間によりエビ類,カニ類等のキジハタの餌料と

なる動物 7）を効率的に増殖することが分かってい

る 8).このホタテガイ殻パイプを使用して製作し

た保護育成ユニットを貝殻増殖施設に装着して

キジハタ種苗の放流を行い,種苗への餌料供給効

果や保護育成効果を明らかにし,幼稚魚への保護

育成機能に優れた施設を開発することを目的と

した. 

 

 

２．調査内容、および方法 

 
(1)調査海域と調査対象 

 調査対象とした貝殻増殖施設(礁高 1.8m，幅

3.4m×3.4m 図-1)は， 2000 年 2 月に香川県さぬ

き市(図-2)の水深 6m の海底に 3 基が一塊となっ

て東西方向に合計で 34 基が沈設された．本施設

の構造は，餌料培養基質（写真-2）をパネル状に

して施設側面や内部に配置し, 上面にはコンク

リート板を配置している．これにより施設内部に

は複雑な空間，陰影が形成され，魚介類の餌場，

隠れ場として利用される． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また,ホタテガイ殻パイプ（写真-3）を 9～20

本組み合わせた保護育成ユニット（以下,ユニッ

ト）を貝殻増殖施設の側面に設置した. 

ユニットはメッシュパイプ内部のホタテガイ

殻の配置間隔および形状を組み合わせることに

より表-1 に示す 4 種類を製作した.ホタテガイ殻

の配置間隔を 30mm の 1 種類にしたメッシュパイ

プのみを使用したⅠ型と 30mm と 15mm 間隔の 2種

類のメッシュパイプを交互に配置したⅡ型を用

意した.また形状は,長さ0.5mのメッシュパイプ9

本をステンレス製枠に配置した 0.5m×0.5m×

0.5m（0.125m3）の大きさの A型（図-3 左）と,1.0m

のメッシュパイプを 20 本組み合わせた 1.0m×

0.75m×0.6m（0.450m3）の B 型（図-3 右）の 2種

類を用意した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (2) 調査方法 

調査は2005年9月から2007年10月までの間に,

以下に示す内容について計 9回を実施した.なお，

3 年間の調査期間中に，海域の環境条件が著しく

変化するような攪乱はなかったと判断され、調査

年度毎の海域条件の変化は無視することとした．   

ａ）貝殻増殖施設の幼稚魚保護育成機能を強化す

る調査 

調査は,Ⅰ-A 型のユニットのみを設置した貝殻

増殖施設 2 区画（以下,設置区①,②）と,ユニッ

トを設置しない貝殻増殖施設 2 区画（以下,未設

置区③,④）を設定して,2005 年 9 月 12 日に各試

験区にキジハタ種苗を 500 個体（計 2,000 個体）

放流した.種苗は香川県水産試験場栽培漁業セン

図-1 貝殻増殖施設 

図-2 調査海域 

図-3 保護育成ユニット（左：A型、右：B型） 

ユニット略称 Ⅰ-A型 Ⅰ-B型 Ⅱ-A型 Ⅱ-B型

ホタテガイ殻の間隔

（間隔（mm））

ユニットの大きさ A型 B型 A型 B型

（m3） (0.125) (0.450） (0.125) (0.450）

（30）

Ⅱ型

（30&15)

Ⅰ型

表-1 使用した保護育成ユニットの一覧

写真-3 ホタテガイ殻入
りメッシュパイプ（上: 
間隔30mm，下: 間隔15mm）

写真-2 餌料培養基質



 

 

ターにて生産された,平均全長 66.1±0.5 mm,平均

体重 5.8±1.1g のものを用いた.放流後一定期間

が経過した時点でスキューバ潜水により貝殻増

殖施設やユニット内部に潜入する種苗の計数を

実施した.貝殻増殖施設については目視観察によ

る計数，ユニットについては船上に引き揚げて計

数した．  

ｂ）ユニットを改良し種苗の保護育成機能を向上

させる調査 

ユニットは表-1に示す4種を使用して貝殻増殖

施設側面に設置した.これらユニットに 2006 年 9

月 20 日に種苗（平均全長 59.8±3.8mm,平均体重

3.5g）を各 305 個体（計 1,830 個体）を放流し,

その後一定期間が経過した時点でユニットの引

き揚げを行い,内部に潜入した種苗の計数を実施

した． 

ｃ）キジハタ 1歳魚に対する貝殻増殖施設の保護

育成効果を確認する調査 

スキューバ潜水により貝殻増殖施設やユニッ

ト内部で確認されたキジハタ 1歳魚について目視

観察を行い，個体数の計数を実施した. 

ｄ）種苗の消化管内容物と貝殻増殖施設に生息す

る動物との関連性についての調査 

各調査日においてユニットの引き揚げにより

採集した種苗の全長,体重を測定した後,任意の

数個体について消化管を摘出してその内容物の

種,個体数を記録した. 

 

 

３．調査結果 
 

a) 貝殻増殖施設の幼稚魚保護育成機能を強化す

る調査 

2005年 9月の放流から 8日経過後における各試

験区の種苗の滞留率（各試験区における種苗の滞

留個体数/放流個体数×100）を表-2に示す. 

ユニット未設置区における種苗の滞留率は

10.6％,6.6％（平均 8.6％）であったのに対し，

ユニット設置区の滞留率はユニット内部に多く

の種苗が潜入したことにより 26.2％,22.0％（平

均 24.1%）となった．両試験区の平均値を比較す

るとユニット設置区の方が 2.8 倍高くなり，ホタ

テガイ殻の間隔を 30mm にしたⅠ型（従来型）の

ユニットにより放流初期における貝殻増殖施設

のキジハタ種苗に対する保護機能が強化された

と考えられた. 

また, 各調査ではキジハタ種苗以外にもメバ

ル,カサゴ,オニオコゼ,ハゼ類といった魚類の小

型個体がユニット内部に潜入していたので,2006

年 1 月 27 日にユニット内部から採集した全ての

魚類の全長を測定した.その結果,最も頻度高く

出現したのは全長 71～80mm の個体で（図-4），配

置間隔を 30mm にしたⅠ型のユニットはこの全長

範囲の様々な魚種にとって最適な隠れ場となっ

ていたと考えられた.奥村 9）は,このⅠ型と同型の

ユニットに全長 70mm 以下の種苗を放流した場合,

それよりも大型で放流した場合に比べて滞留率

が低下したとしており，放流サイズをこれ以下に

すると滞留効果が低下する可能性がある.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) ユニットを改良し種苗の保護育成機能を向上

させる調査 

2006年 9月の放流から 8日経過後の引き揚げに

より確認された各ユニットの種苗の計数結果を

表-3に示す. 

各ユニットにおける種苗の滞留率を比較すると,

ホタテガイ殻の配置間隔を複雑にしたⅡ型のユ

ニット（34.1%，24.3%）はいずれも，30mm 間隔の

みのⅠ型のユニット（23.6%，23.0%）より高くな

り,その差は平均して 1.3 倍となった.また,同じ

図-4 保護育成ユニットに潜入した魚類の全長
ヒストグラム 
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写真-4 ホタテガイ殻パイプに潜入する
キジハタ種苗 

表-2 放流 8 日後における保護育成ユニットの
設置の有無による種苗の滞留率の比較 

① ② ③ ④

500 500 500 500

31 18 53 33

100 92

131 110 53 33

26.2 22.0 10.6 6.6

設置区/未設置区 2.8

確認
個体
数

放流個体数

試験区

合計滞留個体数

24.1 8.6平均滞留率（％）

ユニット設置区 ユニット未設置区

貝殻増殖施設

保護育成ユニット

滞留率（％）



 

 

大きさのユニットを比較してもⅡ型のユニット

の方が 1.1～1.4 倍高くなった． 

Ⅰ型及びⅡ型のユニットにおけるキジハタ種苗

の単位体積当たりの収容量は,Ⅰ型では 110 個体

/m3であったのに対し,Ⅱ型のユニットでは 132 個

体/m3となり,Ⅰ型ユニットの 1.2 倍の収容力があ

ると考えられた. 

さらに,放流 8 日後において,Ⅱ型のユニットと

Ⅰ型のユニットのそれぞれから採集した種苗の

全長ヒストグラムを図-5 に示す.その結果,Ⅱ型

のユニットがⅠ型のユニットよりも幅広い全長

範囲の個体を収容していた（F=1.4793 P＜0.05）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放流時の種苗は個体差があることや放流時期に

より,常に同じサイズが放流されるわけではない.

さらに放流個体は日々成長することから,ユニッ

ト内に異なる大きさの生息空間を創ることによ

り,大小様々なサイズの種苗をより多く,より長

く滞留させ放流効果を向上させることが可能で

あると考えられた. 

 

C) キジハタ 1 歳魚に対する貝殻増殖施設の保護

育成効果を確認する調査 

各調査日における貝殻増殖施設で確認されたキ

ジハタ 1歳魚の確認個体数を，調査年毎にまとめ

て平均したものを表-4に示す. 

当海域では2004年からキジハタ0歳魚の放流(3，

300 個体)が実施されており，2005 年にはわずか

ではあるが貝殻増殖施設においてキジハタ 1歳魚

（以下，1 歳魚）が確認された．さらにこの調査

を開始した 2005 年以降，貝殻増殖施設で確認さ

れる 1 歳魚の個体数は徐々に増加傾向を示した．

これは調査年毎の放流個体数や調査回数，観察基

数は異なるが，ユニットの設置や改良により保護

育成機能が向上し,1 歳魚までがより多く滞留で

きる環境条件が形成されたことがその要因とし

て考えられた． 

また，2006 年 9 月の放流から 404 日後の 2007

年 10 月 30 日には，放流を実施していない貝殻増

殖施設においても 1 歳魚が確認されたことから，

1 歳魚が当海域に設置された施設全体に展開した

ものと推察された．1 歳魚が施設全体に展開した

ものと仮定して滞留率を推定したところ 8.7%と

なった（表-5）．これは水域や年度,放流個体数は

異なるが，本調査と同様の貝殻を用いた施設にお

ける放流111日後の滞留率が9～13%であったとす

る伊藤ら 10)の報告とほぼ同等の値となった．また，

この結果は萱野らが行った貝殻を利用していな

い人工魚礁における放流 1 年後の結果（滞留率

1.8％）1)よりも高い値を示した.これらのことか

ら貝殻増殖施設は放流初期の種苗の生残率を向

上させ，さらに 1歳魚以上の保護育成効果の向上

に寄与していることがわかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 Ⅰ型及びⅡ型ユニットにおいて採集した種
苗の全長ヒストグラムの比較 
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写真-5 ユニット内部に潜入していたキジ
ハタ種苗 

表-3 内部構造や形状による保護育成ユニットのキ
ジハタ種苗の滞留率の比較（放流 8 日後） 

ユニット略称 Ⅰ-A型 Ⅰ-B型 Ⅱ-A型 Ⅱ-B型

放流個体数 305 305 305 305

ユニットの滞留個体数 70 72 74 104

滞留率（%) 23.0 23.6 24.3 34.1

間隔別の平均滞留率(%)

単位体積当たり

滞留個体数(個体/m
3
）

23.3 29.2

110 132

表-4 当海域における調査年ごとの貝殻増殖施設
1基当たりのキジハタ 1 歳魚の平均確認個体数 

調査年 総観察基数 放流個体数
平均確認個体
数（個体/基）

2005 12 2,000 -

2006 4 1,830 2

2007 3 － 5

※表中の”－”は1個体未満を示す。

表-5 放流 404 日後における施設全体のキジ

ハタ 1 歳魚の滞留率 

2007年10月30日

404日

59.8±3.8

施設1基当たり確認個体数 A 5

当海域の施設設置基数 B 34

施設全体の滞留個体数 C=A×B 159

放流個体数 D 1,830

滞留率(%) E＝C/D×100 8.7
※施設1基当たりの確認個体数は四捨五入による値を示す。

調査年月日

経過日数

放流時の種苗の全長(mm）



 

 

d) 種苗の消化管内容物と貝殻増殖施設に生息す

る動物との関連性についての調査 

2005 年 9月 12日の放流から 36日後までのユニ

ットから採集した種苗の群摂餌率（サンプル個体

中の消化管内容物が確認された個体数／サンプ

ル個体数×100）の推移を図-6に示す． 

各調査においてユニットから採集した種苗の群

摂餌率は放流からの日数の経過と共に増加して

おり,放流8日後には50.0％であったが放流36日

後には 76.5%に増加した.このことから,種苗は時

間の経過と共に徐々に新しい環境に馴致され摂

餌をするようになったと考えられた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放流種苗の消化管内容物は消化が進行しており，

湿重量の測定が困難であったことから個体数の

みを測定したが,それらの消化管内容物について，

調査日毎の個体数組成を表-6 に示した. キジハ

タ 0 歳魚については,各調査においてヨコエビ亜

目を頻度高く摂餌しており,2005 年の調査ではそ

の他にも長尾類やアミ目,マキガイ綱が高い割合

で確認された.2006 年の調査ではヨコエビ亜目の

ほかにカイアシ下綱が高い頻度で確認された.1

歳魚については内容物のほとんどが消化が進行

しており同定が困難であったが長尾類,短尾類,

多毛綱など 0 歳魚と同様な動物を摂餌しており,

その他に蔓脚下綱（フジツボ類）を摂餌していた.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら消化管内容物にみられた動物と餌料培養

基質で増殖する動物との関連性，及び施設に滞留

する種苗の成長について検討するため、本調査海

域と同じ瀬戸内海中央部にあって,水深,底質,流

況などの海域条件が類似していると考えられた

香川県及び岡山県海域における過去の知見との

比較を行った．香川県三豊市及び岡山県倉敷市海

域において野田ら 8)の行った餌料培養基質におけ

る固着・潜入動物調査の結果と本調査における消

化管内容物を比較すると，カイアシ下綱を除く全

ての内容物が餌料培養基質内部で確認された動

物群と一致していた．またこの結果は，キジハタ

0 歳魚が魚礁由来の生物を摂餌したという岡山県

笠岡市において実施した奥村ら 4)の報告とも一致

しており,貝殻増殖施設が種苗に対する餌料供給

機能を備えていると考えられた. 

さらに,放流404日後の種苗は平均全長137.5mm,

平均体重 34.0g に成長していた（表-7）. 岡山県

笠岡市において実施された調査では，0 歳で天然

海域に放流されたキジハタ種苗は満 1 歳で全長

120～150mm に成長し 11）,萱野らが放流に用いた 1

歳のキジハタ種苗の全長は 7～9 月で 120～148mm

であった 1）．これらのことから，今回採集された

個体は過去の放流個体や人工種苗などと同等の

成長を示したと判断された． 
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図-6 ユニットから採集した種苗の群摂餌率の
推移 

全長(mm) 体重(g) 全長(mm) 体重(g)

測定個体数 30 263
平均 59.8 3.5 137.5 34.0

標準偏差 3.8 - 0.1 4.2

2

2006年9月20日 2007年10月30日

（放流日) （放流404日後)

表-7 放流当日と放流 404 日後における種苗
および 1 歳魚の平均全長及び平均体重 

写真-6 種苗の消化管内容物（長尾類） 

写真-7 餌料培養基質に生息する長尾類 

表-6 キジハタ種苗の消化管内容物の個体数組成 

 
2007年

9/20 9/26 10/18 9/29 11/13 10/30
8 14 36 8 53 404
5 7 10 10 4 2

多毛綱 5.0 25.0
マキガイ綱 5.7 29.6
蔓脚下綱 25.0
カイアシ下鋼 75.0
アミ目 25.7 14.8 65.0
ヨコエビ亜目 57.1 40.7 12.5 100.0
ワレカラ亜目 2.9
長尾類 8.6 - 20.0 25.0
短尾類 - 25.0
甲殻綱 5.0 -
クモヒトデ綱 14.8
硬骨魚綱 5.0 12.5
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※1　表中の"-"は消化が進行していたため測定不可能であった種を示す。

個
体
数
組
成
(%)

測定個体数
経過日数

2005年
調査年月日

2006年



 

 

４．まとめ 
 

本調査の結果より, 30mm 間隔のホタテガイ殻パ

イプに 15mm 間隔のホタテガイ殻パイプを併用す

ることにより,ユニット内部には異なる大きさの

生息空間が創出され,これによって幅広いサイズ

の幼稚魚を多く滞留させることが可能になるこ

とがわかった. 

また,ユニットを付加した貝殻増殖施設にはキ

ジハタ 1 歳魚が生息しており,その個体数は年々

増加傾向を示した.これはユニットの保護育成機

能の向上により，1 歳魚までがより多く滞留でき

る環境条件が形成されたことが要因として考え

られ，貝殻増殖施設は放流初期の種苗の生残率を

向上させ，さらに 1歳魚以上の保護育成効果の向

上に寄与していることがわかった． 

さらに，種苗の消化管内容物のほとんどが餌料

培養基質内部で確認された動物群と一致してお

り，貝殻増殖施設が種苗に対する餌料供給機能を

備えていることがわかった. 

以上の結果から, 貝殻増殖施設にホタテガイ殻

パイプを用いて，大きさの異なった生息空間を創

出することにより,餌場,隠れ場機能に優れたキ

ジハタ種苗の保護育成施設を開発することが可

能であり,この技術を活用することによって,種

苗生産における中間育成のコストを削減するこ

とにも寄与する 6)と考えられた. 

本調査では,ユニットの生息空間量から単位体

積当たりの種苗の収容力を検討したが,環境収容

力は生物の利用可能な空間量,餌料生物量,競合

生物量,生物種間のなわばり等の生態的特性によ

り変化する 12）．また,餌料面からみた種苗の収容

力についての検討は本調査では行われていない

が，加村ら 13)は餌料生物量と魚類蝟集量には強い

相関がみられたと報告しており，今後は両者の関

係についても検討する必要がある. 

 

 

５．おわりに 
 

奥村 14)は閉鎖的な漁港内と開放的な岩礁地帯に

キジハタ種苗を放流したところ,閉鎖的な漁港内

の方が種苗の滞留期間が長いと報告している. 

このように,港湾施設や漁港施設は施設内部の静

穏性等の要因により,天然幼稚魚の生息場や放流

種苗の滞留場としての利用が注目され研究が行

われている．また，伊藤ら 10)は漁港施設自体の生

物資源増殖機能を評価するとともに，施設内に放

流種苗の滞留機能を有する保護育成施設を設置

することにより漁港施設の機能が強化されたと

報告している． 

これらのことから,本調査において人工種苗へ

の保護育成機能が実証された当施設を港湾施設

や漁港施設の内外に利用することにより天然の

幼稚魚や放流種苗の生息場を新たに創出し,港湾

施設等の生物資源増殖機能を強化することにも

応用が可能であると考えられた. 
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